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款 項 目 大 中

障がいがあるゆえに日常生活を営むことに支障をきたしている障がい者（児）が、必要な介

護サービスを受け、地域で自立した生活を送れるようにする。
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一般会計 担当課

◆２４年度実施内容

障がい者が地域で自立して暮らせるようグループホームやケアハウスへの運営費補助を行

うとともに介護給付に伴う下記事業を行った。（運営費補助：　国1/2、　県1/4、　市1/4）

・給付費支給（変更）申請の受理、支給（変更）決定、受給者証を発行した。

・サービス事業者とのサービス利用調整を行った。

・給付費の支給及び点検を行った。

・給付費に係る国県負担金交付（変更）申請及び実績報告を行った。

◆２４年度直接経費の内訳

　手数料（1,992千円）

　共同生活介護運営費助成金（2,272千円）

　扶助費（923,984千円）
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要要要要 　扶助費（923,984千円）

※サービス利用者は原則10％自己負担。所得制限あり。

※障害者自立支援法は、平成２５年４月より障害者総合支援法に変更。

◆２５年度直接経費の内訳

　手数料（2,200千円）

　共同生活介護運営費助成金（8,195千円）

　扶助費（1,064,550千円）
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達成状況

必要な介護サービスが受けられるよう障害者自立支援法に基づきサービスの案内や

サービス利用調整、支給決定などを実施し、支援を行った。
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丁寧なサービス案内に心がける必要がある。
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方向性の判定

引き続き丁寧なサービス案内に心がけるとともに、正確かつ効率的に事務を行う。

障害者自立支援法に基づく事務であり、廃止すれば利用者がホームヘルプサービス

など必要な介護サービスを受けられなくなり、地域で自立した生活を阻害することとな

る。
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の改善案

丁寧なサービス案内に心がけるとともに、正確かつ効率的に事務を行う。
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障害者総合支援法に基づく事務であり、介護サービスを受けるために必要な支給認

定等が適正に実施できていることから、現状維持と判断した。
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一次評価のとおり。


